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事業承継支援

当金庫では、北海道事業引継ぎ支援センターと連携して、事業承継支援を行っていま
す。下の図は、相談を受けてから出口支援を行うまでのフロー図です。



当金庫顧客（上川エリア代表者60歳以上）の統計データをまとめています。
後継者無の企業が半数弱あり、その多くが廃業を検討しています。

事業承継支援

※方向性について
後継者有かつ選定中：親族内・親族外で後継者候補が複数名いる
後継者無かつ選定中：誰かに継がせたいが、後継者がいない
後継者無かつ未決定：譲渡、廃業、後継者選定等、現段階でどうするか未決定
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事業承継支援

【普及啓発】
事業承継は企業の存続に直結した問題であり、そして長期に渡り、悩みの種となりえま
す。当金庫は、円滑な事業承継に向け、お客様への呼びかけを行っています。

年 度 相談 完了 内訳

計画書 株譲渡
(親族内)

ＭＡ

平成27年度 32件 0件 0件 0件 0件

平成28年度 88件 1件 1件 0件 0件

平成29年度
（２月末時点）

43件 5件 1件 3件
（2件）

1件

合計 153件 6件 2件 3件 1件

・北海道事業引継ぎ支援センターとの連携

事業承継の専門家と当金庫職員が同行訪
問し、個別のご相談に対応しています。

専門家派遣

後継者育成や株式対策等、
事業承継は一般的に、

10年の歳月を要します。

上川総合振興局との連携
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・上川総合振興局と共
に作成しました。

・事業承継の基礎知
識や進め方のポイント

がわかりやすく詰め
込まれています。
・当金庫HPよりダウン
ロードできます。

◆相談実績
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1-(3)．取組み事例（Ｍ＆Ａ）

本件のポイント

●専門家からのアドバイス

●営業店担当者によるフォローアップ

●営業店担当者による引継ぎ

●事業承継計画書に基づく支援

＜詳細文＞
●長年取り引きのある事業先。代表者の高齢化により事業承継を検討していた。具体的に何を行っ
たらよいかわからなかったため、28年2月に北海道事業引継ぎ支援センターの専門家からアドバイ
スをいただいた。結果、後継者の息子と話し合いながら計画書を作成することに。

●その後、担当者によるこまめなフォローアップにより、28年9月に計画書が完成。年度ごとの取り組
むべき内容、会社の目標が明確となり、代表者・後継者間のコミュニケーションが良好になった。

● 29年3月に営業店担当者が交代となったが、十分な引継ぎができていたため、引継ぎ後も計画書に
基づき、事業承継を進めている。具体的には、定期的なミーティングを開催し、事業承継に関する
情報共有を行っている。

● 31年1月を目途に、代表者変更を行う予定であり、現在社内業務だけでなく、異業種交流会などに
参加している。

事業承継支援

取組事例①：親族内承継における事業承継計画書の作成
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1-(3)．取組み事例（Ｍ＆Ａ）

譲渡会社（Ａ社） 譲受会社（Ｂ社）

○メンテナンス業 ○ガソリンスタンド

○旭川市 ○道北地区

＜詳細文＞
●会社訪問の際Ａ社代取より会社を譲渡したいと相談を受ける。Ｍ＆Ａ案件に関するノウハウが乏し
かったため、当金庫と相談の上、北海道事業引継ぎ支援センターの支援を依頼した。

●複数社と面談する中、ようやく強い関心を持っていただける先を発見。しかし、トップ面談を繰り返す
につれ、破談となる。原因は、①ニッチ産業であり、今後市場が縮小する中、先行きの不安がぬぐ
えなかったこと、②異業種であるため、Ａ社のＮｏ２と面接を実施した結果、経営に明るい人物がい
ないと判断したことの２点。Ａ社の社長が会社に残るという選択肢もあったが、社長にはその意志
がなかった。

●Ａ社と同地域内で、その後も提案を継続していくも、新たな見込先が出てこなかった。
●地域内では困難となり、域外で候補先を絞り、道北地区のＢ社とマッチングを実施。今回は、同業と
言わないまでもＢ社と関連する業種であったことから、スムーズに話が進んだ。その後、平成29年
12月に売買完了となる。

事業承継支援

取組事例②：Ｍ＆Ａ支援
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1-(3)．取組み事例（Ｍ＆Ａ）

本件のポイント

●税理士との連携

●全額買取とせず、贈与と買取の組み合わせ

●返済原資と返済期間

＜詳細文＞
●本件の関係者は３人、①代取、②代取の兄弟、③代取の息子（後継者）。②が退職するに伴い、保
有している自社株を誰が承継するかが問題となった。そこで、営業店担当者から後継者が株式を
取得し、株式を集約させていくことを提案。

●実際に株式評価を行ったところ、１株あたり１０万円の評価額（設立時の約１０倍）となり、全額買取
とした場合、後継者の負担が大きすぎることから、買取と贈与を組み合わせてシミュレーションを繰
り返し行った。最終的に、１株あたり５万円で買取し、差額の５万分を贈与扱いとした。最終的に
3,000万円の案件となった。

●返済を検討するにあたっては、役員報酬の増額を検討。会社の余力と返済額をシミュレーションし、
返済期間を設定。手取りベースで月50万円を増額。

●なお、後継者については、当金庫の後継者塾に参加する等、実務だけでなく経営知識についても
勉強中。

事業承継支援

取組事例③：親族内承継における株式取得支援



事業承継ローン
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（1）資金使途 事業承継に係る資金（諸経費を含む）
（2）融資対象者

①、②のいずれかに当てはまる先
①被承継会社のCF余力（3期間平均CF-年間返済額）≧本件の返済額の先
②被承継会社の直近決算のCFの債務償還年数が15年以内の先

（3）融資限度額 １億円以内
（4）融資利率 原則2.5％以上
（5）融資期間 10年以内
（6）保証人 ①法人の場合、原則代表者。

②個人事業主の場合、原則不要。
③個人（法人の後継者）の場合、原則法人保証。

（7）権限 すべて本部事前協議制とする。
（8）その他 個別の協議により承認を得た場合は取扱いを可とする。
（9) 徴求書類

株式移転の場合、通常の徴求書類の他、以下の書類を徴求する。
①譲渡制限付き株式の場合、株式譲渡承認決議が確認出来る書類（株主総会議事録等）
②株式譲渡契約書等
③税理士等の算定による、対象となる株式の評価額のわかる書類
④領収書


